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特集 地震

新幹線の早期地震防災システムは，S波（☞参照）による規定値超過に基づく警報機
能に加えて，地震動のP波（☞参照）より地震諸元（震央位置やマグニチュード）を
推定し，この情報に基づき速やかに警報を出力する機能を持っています。この機能
の性能を高め，より早く正確に地震諸元を推定することができれば，状況によって
より早期の警報出力が可能となります。ここでは，P波初動部の性質に着目し，従
来より精度と即時性が高い震央距離推定手法に関して解説します。
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☞ Ｐ波・Ｓ波
Ｐ波は地震発生時最初に観測される振幅の小さな地震波です。縦波とも呼ばれ，地
盤を最も速い速度で伝播する波動です。Ｓ波は，Ｐ波に遅れて伝播する振幅の大き
な地震波です。横波とも呼ばれ，地震被害の原因となる波動です。

情報から対象地点での警報出力の判断

を行うものです。

P波による警報処理は，地震時によ

り早く警報を出力するための重要かつ

特徴的な機能ですが，適切な警報出力

を行うためには，地震諸元を短時間で

精度よく求める必要があります。現

在行われている地震諸元推定の流れ

を図1に示します。はじめに震央距離，

震央方位をそれぞれ独立して推定し，

P波による地震警報
現在新幹線で利用されている地震防

災システム1）では，沿線や海岸に設置

された各地震計により観測された地震

波形を即時的に用いて，S波による警

報処理およびP波による警報処理を行

います。S波による警報処理は，加速

度の規定値超過に基づき警報出力を判

断するもので，P波による警報処理は，

P波より一旦地震諸元を推定し，この
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図1 P波による地震諸元推定の流れ
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次に震央距離と観測された変位振幅か

らマグニチュード（M）を推定します。

したがって，震央距離と震央方位を早

く正確に求めることが，P波警報の第

一歩となります。

ここでは単独の地震計のデータを用

いた震央距離の推定手法に焦点を絞り，

P波初動部の立ち上がりの性質が示す

物理的な意味にも触れながら，手法の

概要と効果を説明します。

P波の立ち上がりの性質
はじめに，観測された地震記録に基

づき，P波初動部の立ち上がりの性質

を確認します。図2に防災科学技術研

究所の強震観測網（K-NET）で記録さ

れた地震動記録を震央距離とマグニ

チュードによりグループ分けし，P波

初動部3秒間における加速度振幅絶対

値の平均的な成長をそれぞれ計算した

ものを示します。（a）は震央距離20～

40kmのグループ，（b）は震央距離60

～80kmのグループです。

図2より，震央距離が等しい場合，

マグニチュードが大きなものほど時間

をかけて振幅が大きく成長することが

分かります。また，P波の立ち上がり

から0.5秒程度までの範囲では，立ち

上がりの性質はマグニチュードに寄ら

ず，概ね等しいことが分かります。さ

らに，この範囲における振幅の成長の

傾きは震央距離が遠いほど緩やかにな

る傾向が認められます。

P波初動部の性質と断層破壊との関

係を考察する目的で，異なるマグニ

チュードの地震における断層破壊進展

の違いを単純化して表現した概念図を

図3に示します。（a）がマグニチュー

ドの小さな地震，（b）がマグニチュー

ドの大きな地震の断層破壊の進展を表

現しています。大きなマグニチュード

の地震では時間をかけて破壊が広が

図2 地震波の立ち上がりの性質

図3 断層破壊の進展イメージ
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り，最終的に広い範囲が大きくすべり

ます。ただし，破壊進展の初期段階では，

破壊範囲とすべり量に関し小さなマグニ

チュードの地震と大きな差はないと考え

ることができます。このため，P波初動

部の振幅成長はマグニチュードに寄らず

ほぼ同様であることが推測されます。

ではP波初動部の振幅成長の度合いが，

震央距離にしたがい変化するのは何故

でしょうか。これは，主に散乱と幾何

減衰が影響するためと考えられます。

地震動が伝搬する地盤は不均質性を

有しており，伝搬経路で波動の散乱が

発生します。震央距離が長くなるほど，

散乱の影響は強く，遅延して観測点に

到達する成分が増加します。結果的に

波形の立ち上がりが緩やかになります。

また地震波は，震源から射出された

後3次元的に広がることにより伝搬距

離に伴い振幅が減少する性質を持ちま

す。これを幾何減衰と呼びます。

P波初動部は，主に上述した散乱と

幾何減衰の影響を受け，伝搬距離に伴

い大きく変化します。したがって，P

波初動部の性質を調べることにより，

逆に震央距離を推定することが可能に

なると考えられます。

P波初動部の傾きと震央距離
ここではP波立ち上がりの傾きと震

央距離の関係を調べるため，図4に示

した139の地震に対して，K-NETで

記録された10365波形を対象に解析を

行いました。

図2より，P波立ち上がりから0.5秒

程度の範囲では，立ち上がりの性質を1

次関数で表現できることが分かります。

したがって，成長の性質は“傾き”を

用いて単純に評価することが可能です。

この傾きを求めるため（1）式をフィッ

ティングさせて係数Cを求めます。

y（t）＝Ct …………………………（1）

ここで，tはP波立ち上がり後の経過

時間，y（t）は加速度振幅絶対値，Cは

フィッティングにより定まる係数です。

上記データセットを対象に，P波立

ち上がりから0.5秒のデータに（1）式

をフィッティングさせ，求められた係

数Cと震央距離との関係を表したもの
を図5に示します。図より，ばらつき

は認められるものの，係数Cと震央距
離の間に負の相関が示されることが分

かります。また，回帰分析の結果，（2）

式が求められます。

log10（⊿）＝－0.493 log10（C）+1.826  
………………（2）

式中の⊿は震央距離を表します。

以上より，地震時にP波立ち上がり

から0.5秒のデータを対象に（1）式を

フィッティングし，求められた係数C

を（2）式に入力することにより，震央

距離を求めることが可能となります。

従来の推定手法との比較
一方，現行の震央距離推定手法2）で

図4 解析に用いた地震の震央と深さ 図5 係数Cと震央距離⊿
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は，P波立ち上がりから2秒の振幅デー

タを用いて，（3）式に示す関数をフィッ

ティングさせ，係数Bから震央距離を
求めます。

y（t）＝Btexp（－At） ……………（3）

ここで，tはP波立ち上がり後の経

過時間，y（t）は加速度振幅絶対値，A，
Bはフィッティングにより定まる係数

です。係数のうち，Aはデータ長後半

の振幅の増減，Bはデータ長前半の傾
きを表現します。前述の考察などから，

係数Aはマグニチュードの大きさに関

係し，係数Bは震央距離に関係すると
考えることができます。

本手法と現行手法を比較した概念図

を図6に示します。現行手法が2秒間

のデータを対象に2種類の係数を用い

て振幅成長の変化を表現するのに対し，

本手法は0.5秒間のデータを対象に1

種類の係数を用いて振幅成長の変化を

表現します。

本手法と従来手法による震央距離推

定誤差の平均値を比較したものを表1

に示します。ここで推定誤差は，推定

した震央距離の対数値と気象庁一元化

震源情報3）から求めた震央距離の対数

値の差の自乗平均平方根（RMS）で表

しています。

表より，本手法による誤差は0.277，

従来手法による誤差は0.313であり，

本手法による推定値が現行手法に比べ

て平均12％精度が高いことが分かり

ます。また，解析に用いるデータ長は，

現行手法の2秒から，0.5秒に短縮さ

れます。

おわりに
ここでは，地震動のP波初動部の振

幅成長がマグニチュードに依存しない

性質に着目し，現行手法より精度と即

時性の高い震央距離推定手法を開発し

ました。この手法により，推定精度は

12％向上し，推定時間は1/4に短縮

されます。

本手法は単独のデータを用いた震央

距離推定手法として有効と考えられる

ため，別途提案された震央方位推定手

法4）と組み合わせて，即時的な地震諸

元推定手法の総合的な性能向上を図り

たいと考えています。

図6 本手法と現行手法の概念図

表1 本手法と現行手法の比較

本手法 現行手法

解析に必要
なデータ長 0.5 秒 2.0 秒

推定誤差
（自乗平均
平方根）

0.277 0.313

上
下
動
加
速
度
（
対
数
軸
）

時間（秒）
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2秒

本手法

従来手法 y(t)＝Bt exp(－At)

y(t)＝Ct 


